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社会的価値の勘案に係る

提出書類集

（※）

掲載している提出書類は参考用のイメージです。

実際に提出される際は、必ず最新の様式をご確認の上、ご提出ください。



評価項目１ 奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業登録の有無

殿

年 月 日

奈良県知事 ○　　○　　○　　○

奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業
登　　録　　証　　書

　　貴企業は、働きやすい職場づくりに取り組む奈良
県社員・シャイン職場づくり推進企業として登録した
ことを証します

入札公告日の前日以前３年の間に登録しているものが対象

奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業登録証書の写し
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評価項目２ 女性の活躍及び仕事と子育ての両立に係る取組の状況

評価項目２－①（えるぼし、くるみん等の認定）

女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定）に関する基準適合一般事業主認定通知書

様式

　　年　　　月　　　日

殿

　　　　　　年　　月　　日付けの申請について、女性活躍推進法第９条に基づく基
準に適合するものであると認定しましたので通知します。

認定段階　○

【貴社において満たしている省令第８条第１項第１号イの項目】

○○都道府県労働局長

基準適合一般事業主認定通知書

採用 継続就業 労働時間 管理職比率 多様なｷｬﾘｱｺｰｽ

認定通知書の写し（例 えるぼし認定）
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入札公告日の前日までに認定されているものが対象



様式第１号（省令第一条及び第五条関係）   （第一面）  

（A4）  

一般事業主行動計画策定・変更届  

届出年月日   令和   年   月   日  

  都道府県労働局長  殿  
（ ふ り が な ）    

                             一般事業主の氏名又は名称    

（ ふ り が な ）    

                           （法人の場合）代表者の氏名                 

住 所  

         

電 話 番 号   

 一般事業主行動計画を（策定・変更）したので、女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律第８条第１項又は第７項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。  

 

記  

１．常時雇用する労働者の数            人  

男性労働者の数             人  

女性労働者の数             人  

２．一般事業主行動計画を（策定・変更）した日              令和   年   月   日  

３．変更した場合の変更内容  
①  一般事業主行動計画の計画期間  
②  目標又は女性活躍推進対策の内容（既に都道府県労働局長に届け出た一般事業主行動計  

画策定・変更届の事項に変更を及ぼすような場合に限る。）  
③  その他  

４．一般事業主行動計画の計画期間    令和    年    月    日  ～  令和    年    月    日  

５．一般事業主行動計画の労働者への周知の方法  

  ①  事業所内の見やすい場所への掲示  

  ②  書面の交付  

  ③  電子メールの送信  

  ④  その他の周知方法  

  （                                        ）  

６．一般事業主行動計画の外部への公表方法  

①  インターネットの利用（女性の活躍推進企業データベース／自社のホームページ／その

他（       ））  

②  その他の公表方法  

  （                                        ）  

７．女性の職業生活における活躍に関する情報の公表の方法  

①  インターネットの利用（女性の活躍推進企業データベース／自社のホームページ／その

他（       ））  

②  その他の公表方法  

  （                                        ）  

８．一般事業主行動計画を定める際に把握した女性の職業生活における活躍に関する状況の分析

の概況  

 （１）基礎項目の状況把握・分析の実施   （   済   ）  

 

（２）選択項目の状況把握・分析の実施（把握した場合、その代表的なもののみを記載）  

（                                                                           ）  

 

（３）男女の賃金の差異の状況把握の実施  （   済   ）  

（事業年度：令和   年   月   日  ～  令和   年   月   日）  

 

 
一般事業主行動計画の担当部局名  

（ふりがな）  

担当者の氏名  

女性活躍推進法 

評価項目２ 女性の活躍及び仕事と子育ての両立に係る取組の状況

評価項目２－②（一般事業主行動計画の策定）

一般事業主行動計画の策定義務がない、
常時雇用する労働者の数（常用雇用労働者数）
が１００人以下の事業主のみが対象

一般事業主行動計画策定届の写し（例 女性活躍推進法）
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入札公告日の前日までに策定され、
計画期間が満了していない行動計画が対象



評価項目３ 障害者の雇用及びその促進に向けた取組の状況

評価項目３－①（障害者の雇用）

様式第６号（第４条関係）（表面）

　 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第８条の規定により、
　 下記のとおり報告します。 年 月

―

― ― )

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

％ ％ ％ ％ ％

人 人 人 人 人 人

⑪　常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

（ ） （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

― 障 害 者 雇 用 状 況 報 告 書

（日本産業規格Ａ列４）

―

年 ６月 １日現在  

日 公共職業安定所長　殿

Ａ
　
事
業
主

(ふりがな)

住　所

〒

③　法人番号

②
事業所
の数

法人名称

(ふりがな)  法人にあって

 は主たる事業

 所の所在地氏名又は代表
者氏名

①　事業
　の種類

産業
分類

(TEL

⑤　事業所の名称

75 合　計 Ｃ　事業所別の内訳

④　適用事業所番号

⑦　事業所の所在地

⑥　事業所の区分
　１　特例子会社に含まれる事業所
　２　指定就労継続支援Ａ型事業所
　３　上記１及び２以外

⑨　除外率

⑧　事業の内容

⑩　常用雇用労働者の数

(ｲ)常用雇用労働者の数
　（短時間労働者を除く） 人 人 人 人 人 人

(ﾛ)短時間労働者の数

(ﾊ)常用雇用労働者の数
  ［ｲ+(ﾛ×0.5)］ 人 人 人 人 人

人

(ﾎ)重度身体障害者の数

人

(ﾆ)法定雇用障害者の算定の基礎
　 となる労働者の数 人 人 人 人人

(ﾄ)重度身体障害者である
   短時間労働者の数

(ﾍ)重度身体障害者以外の
   身体障害者の数

(ﾁ)重度身体障害者以外の身体障
   害者である短時間労働者の数

  ［(ﾎ×2)+ﾍ+ﾄ+(ﾁ×0.5)］

(ﾘ)身体障害者の数

(ﾇ)重度知的障害者の数

(ﾙ)重度知的障害者以外の
   知的障害者の数

(ｦ)重度知的障害者である
   短時間労働者の数

(ﾜ)重度知的障害者以外の知的障
   害者である短時間労働者の数

  ［(ﾇ×2)+ﾙ+ｦ+(ﾜ×0.5)］

(ｶ)知的障害者の数

(ﾖ)精神障害者の数

(ﾀ)精神障害者である
   短時間労働者の数

(ﾚ) (ﾀ)のうち 裏面 9-2
　　に該当する者の数

⑫　　　     計

　［ﾖ+{(ﾀ-ﾚ)×0.5}+ﾚ］

(ｿ)精神障害者の数

Ｄ　障害者の雇用の促進等に関する法律別表に掲げる種類別の身体障害者数

視覚障害者（第１号に該当する者）

⑬ 実雇用率  

％ (⑫/⑩のﾆ×100) 

⑭　身体障害者、知的障害者又
は
　精神障害者の不足数
　［(⑩のﾆ×法定雇用率)-⑫］

人

　
Ｂ
　
雇
用
の
状
況

  　［⑪のﾘ+⑪のｶ+⑪のｿ］

音声・言語・そしゃく機能障害者
（第３号に該当する者）

聴覚又は平衡機能障害者
（第２号に該当する者）

内部障害者（第５号に該当する者）

肢体不自由者（第４号に該当する者）

　　　　（記載上の留意事項は、裏面にあります。）

安定所
処理欄

 Ｅ 障害者
 雇用推進者

役職名 氏名 Ｆ 記
入

担当者

所属部課名 氏名

⑬⑭の数値で加点する点数を判断

【法定事業者（常用雇用労働者数４０．０人以上）の場合】
障害者雇用状況報告書直近報告分の写し
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評価項目３ 障害者の雇用及びその促進に向けた取組の状況

評価項目３－①（障害者の雇用）

（第１号様式）

労働者の雇用状況

人 人 人

人 人 人

※記載要領

障害者とは

知的障害者人数

　　・精神保健福祉手帳の交付を受けている「精神障害者」の方。

１年を超えて雇用される見込みがあること、又は１年を超えて雇用されていること。

精神障害者人数

　　・入札公告日又は募集開始日直前の6月1日現在で作成してください。

　　・ 「常用雇用労働者」とは、１週間の所定労働時間が30時間以上の方。

　　・ 「短時間労働者」とは、１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の方。

　　・原則として身体障害者手帳の等級が１級から６級とされる「身体障害者」の方。

　　・障害者職業センター等により知的障害者と判定された「知的障害者」の方。
のいずれか
に該当し、

うち障害者人数 人 内訳
身体障害者人数

内訳
身体障害者人数 知的障害者人数 精神障害者人数

短時間労働者人数　　　
(総数）

人

常用雇用労働者人数　　
(総数）

人

うち障害者人数 人

障 害 者 雇 用 状 況 報 告 書

（国への報告義務のない事業者用）

事業者名

 　　　年　6月　1日現在

【その他の事業者の場合】
第１号様式
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評価項目３ 障害者の雇用及びその促進に向けた取組の状況

評価項目３－②（障害者職場実習の受入実績）

（第２号様式）

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

申　　請　　者

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名 　　印

　　※以下は、実習生の所属する特別支援学校、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所及び
　　　 障害者就業・生活支援センターにおいて記入

　　　　年　　月　　日

団体名

代表者名 印

実施期間 年　　月　　日から　　　年　　月　　日　（　　日間）

　 上記のとおり相違ないことを証明します。

受入人数 名

障害者職場実習実施に係る証明書

　　年　　月　　日

記

実施事業所名又は所属名

障害者の職場実習実施日、支援機関等が確認できる書類（例 第２号様式）

6

入札公告日の前日以前１年の間において
１回あたりの実施日数が３日以上の受入実績が対象



（第３号様式）

　○対象期間：　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで（入札公告日又は募集開始日の前日以前１年の間）

0

 （注）  １　上表は、支出先毎に分類して記載すること。

　　区分　「障害者支援施設」、「地域活動支援センター」、「障害福祉サービス事業を行う施設」、「小規模作業所」

          「特例子会社」、「重度障害者多数雇用事業所」、「在宅就業障害者」、「在宅就業支援団体」、「共同受注窓口」

    なお、該当する施設区分が不明である場合、発注先に確認すること。

８　「⑤の支払日」欄：契約履行中又は支払期限未到来により支払未済の場合は、その旨を記載すること。

９　上表の記載事項の根拠となる書面の写しを添付すること。（契約書、納品書、請求書、領収書等の写し）

上表に記載した事項は、事実と相違がないことを誓約します。

　　　　年　　月　　日

※押印は不要です。

７　「④の発注日」欄：対象期間内の年月日を記載。

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

計

２　「発注先の障害者就労施設等の運営者の名称 ①」欄：障害者就労施設等を運営する法人の名称を記載。

３　「①の法人が運営する発注先の施設・事業所等の名称 ②」欄：①の法人が運営する施設又は事業所等の名称を記載。

４　「②の事業所等の施設区分 ③」欄：次の９つから施設区分を記載。

５　「発注した物品又は業務の内容 ④」欄：②の施設・事業所等へ発注した物品又は業務の内容を全て箇条書きで記載。

６　「④の発注金額 ⑤」欄：④で記載したものに係る発注金額を記載。

発　注　実　績　報　告　書

　対象の障害者就労施設等へ物品調達、業務委託等を発注した実績を下表のとおり報告します。

発注先の障害者就労
施設等の運営者の名称

①

①の法人が運営する
発注先の施設・
事業所等の名称

②

②の事業所等
の施設区分

③

発注した物品又は
業務の内容

 ④

④の
発注金額
（円)
⑤

④の発注日 ⑤の支払日

評価項目３ 障害者の雇用及びその促進に向けた取組の状況

評価項目３－③（障害者就労施設等への発注実績）

第３号様式及び添付書類

7

入札公告日の前日以前１年の間において年額１０万円以上発注して
いるものが対象
（契約履行中又は支払期限未到来のため支払が完了していないものを含む）



評価項目４ 保護観察対象者等の雇用の状況

評価項目４－①（協力雇用主登録）

（第４号様式）

　 奈良保護観察所長　殿

申　　請　　者

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名 　　印

　　　　年　　月　　日

奈良保護観察所長　　　　印

添付書類：対象者の氏名・生年月日の判るもの　及び、上記期間における雇用を証明する資料
　　　　　　（雇用契約書の写し、賃金台帳の写し、出勤簿の写し等）

　 上記のとおり相違ないことを証明します。

登録した保護観察所名 保護観察所

　　　　　年　　月　　日　　から
　　　　　年　　月　　日　　の間
に雇用した者

　　　保護観察の対象者　　　　　　　　　名

　　　更生緊急保護の対象者　　　　　　名

保護観察対象者等雇用に関する証明書

　　年　　月　　日

記

協力雇用主の登録の有無 有　　　　　　　　無

第４号様式

8

各契約案件毎に取得し、提出



評価項目４ 保護観察対象者等の雇用の状況

評価項目４－②（保護観察中の人、又は更生緊急保護中の人の雇用）

（第４号様式）

　 奈良保護観察所長　殿

申　　請　　者

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名 　　印

　　　　年　　月　　日

奈良保護観察所長　　　　印

添付書類：対象者の氏名・生年月日の判るもの　及び、上記期間における雇用を証明する資料
　　　　　　（雇用契約書の写し、賃金台帳の写し、出勤簿の写し等）

　 上記のとおり相違ないことを証明します。

登録した保護観察所名 保護観察所

　　　　　年　　月　　日　　から
　　　　　年　　月　　日　　の間
に雇用した者

　　　保護観察の対象者　　　　　　　　　名

　　　更生緊急保護の対象者　　　　　　名

保護観察対象者等雇用に関する証明書

　　年　　月　　日

記

協力雇用主の登録の有無 有　　　　　　　　無

第４号様式

9

各契約案件毎に取得し、提出

入札公告日の前年度４月１日から公告日前日
までの間に雇用のあるものが対象



評価項目５ 環境に配慮した事業活動の状況

登録証番号　：

登録事業者　：

当機構は、上記事業者の環境マネジメントシステムを審査した結果、付属書に記載
する範囲において、下記規格の要求事項に適合していることを証します。

登録日　　　　：　　　　　年　　　月　　　日
登録更新日　：　　　　　年　　　月　　　日

有効期限　 　：　　　　　年　　　月　　　日

一般財団法人　日本品質保証機構

理事長　　○○　○○

※上記は、一般財団法人　日本品質保証機構が発行する登録証の例であり、認証機関により登録証の
　 様式が異なる可能性があります。

ＩＳＯ　１４００１
マネジメントシステム登録証

登録証又は認証書の写し（例 ＩＳＯ１４００１）
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入札公告日の前日までに登録
又は認証があり、有効期限が
切れていないものが対象



評価項目６ 人権意識の向上に係る取組の状況

（第５号様式）

事業者名

実施日時 　　月　　　日　（　　）　　　時　　　分　～　　　　時　　　分

研修の名称

研修の目的

研修テーマ

講師

研修方法
（講演・講義方式、グループ討議

方式、e-ラーニング方式等）

受講対象者

受講人数

受講者の感想
（主なもの）

添付する資料
（以下添付資料①～⑤のうち今回提

出するものに○を）

①　　　・　　　②　　　・　　　③　　　・　　　④　　　・　　　⑤

研修資料の入手先
（以下「該当要件」①及び③に

該当する場合）

記入者名及び連絡先
（記入内容についての

問い合わせに対応できる方の
名前及び連絡先）

（参考）該当要件

　　当該研修が人権問題テーマを取り扱った研修であることを明示しているものであって、かつ、以下の場合を対象とする。

　　①　公共機関等及びその他団体が配付又は貸出を行っている資料（冊子・DVD等）を用いて自社の従業員に研修を実施した場合

　　②　公共機関等及びその他団体から講師の派遣を受け自社の従業員に研修を実施した場合

　　③　公共機関等及びその他団体が実施する研修又は講座に参加し、当該研修又は講座の資料を用いて、自社の従業員に研修を実施した場合

　　＊　公共機関等とは、国、地方公共団体、教育委員会、公益法人（公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第２条第３号に

　　　規定する法人）とする。

※ 添付資料（①～⑤）　

　　②　上記「該当要件」①に該当
　　　　 する場合

当該冊子・DVD等の表紙・目次の写し

　  ③　上記「該当要件」③に該当
          する場合

当該公共機関等及びその他団体実施の研修又は講座に参加したことが確認できる書類の写し
 （研修資料次第、参加証、領収証　等）

    ④　上記「該当要件」①～③に
          該当するもののうち、その
          他団体に該当する場合

・当該団体が人権教育、人権啓発又は人権相談・支援を行っている団体であることが確認できる書類の
  写し  （設置要綱、総会資料、パンフレット、団体ホームページ掲載資料　等）

・当該団体が公共機関等から委託・後援・協力を受け、又は公共機関等と協働・共催して事業を実施
  していることが確認できる書類の写し

　　⑤　集合研修の場合 自社内での研修実施状況が分かる写真

　　　　 e-ラーニング等、集合研修
　　　　 によらない場合

自社内での研修受講案内の写し

人権研修実施報告書

　　＊　その他団体とは、公共機関等の定義に該当しないものであって、人権教育、人権啓発又は人権相談・支援を行っている団体であり、

　　  かつ、公共機関等から委託・後援・協力を受け又は公共機関等と協働・共催して事業を実施していることが確認できる団体とする。

　　①　自社内で実施した人権研修レジュメ（人権問題テーマを取り扱った研修であることが確認できるものであること）

第５号様式及び添付書類
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全ての項目の記載が必須



評価項目７ 奈良県ＳＤＧｓ企業認証の有無

奈良県ＳＤＧｓ企業認証書の写し及び指定条件の取組が確認できる書類
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